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１ 地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

 

 (1)  対象地域 
対象地域の位置図を図１に示す。 
構成市町村名    韮崎市、南アルプス市、北杜市、甲斐市、中央市、市川三郷町、 
        早川町、身延町、南部町、富士川町、昭和町 
面 積    2,183.02km2 
人 口  324,219人（令和２年３月31日現在 住民基本台帳人口） 

 
表1 面積及び人口 

韮崎市 南アルプス市 北杜市 甲斐市 中央市 市川三郷町

面　積 km2 143.69 264.14 602.48 71.95 31.69 75.18

人　口 人 29,124 71,370 46,421 75,522 30,978 15,604 

早川町 身延町 南部町 富士川町 昭和町 合計

面　積 km
2 369.96 301.98 200.87 112.00 9.08 2,183.02

人　口 人 1,018 11,306 7,569 14,855 20,452 324,219 

市町名

市町名

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 

図1 対象地域位置図 
 
 (2)  計画期間 

本計画は、令和３年４月１日から令和８年３月31日までの５年間を計画期間とす
る。 

なお、本計画の目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合に
は計画を見直すものとする。 
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 (3)  基本的な方向 
本地域は、山梨県の西部に位置し、東西が約30km、南北が約80km、面積は2,183.

02km2となっている。北には八ヶ岳の主峰・赤岳（2,899ｍ）、西には赤石山系の主
峰・北岳（3,193ｍ）を中心に、仙丈岳、駒ケ岳、間ノ岳、農鳥岳、地蔵岳など、3,
000ｍ級の南アルプス連峰があり、国立公園に指定されている。圏域内には富士川
水系が南北に流れており、富士川水系は、秩父多摩山系を源とする笛吹川、荒川、
塩川をはじめ、南アルプス山系を源とする早川等の大小504本、延長1,665.6㎞とな
っている。 

家庭系ごみについては、平成27年度から平成29年度までは減少し、それ以降は増
加傾向を示している。今後も、さらなる発生抑制や再利用、資源化を促進し、循環
型社会の構築を目指すものとする。 

事業系ごみについては、増減を繰り返しながら、25,000t/年程度で推移している。
事業系ごみの変動は社会経済状況によるが、今後も事業系ごみの減量に向けた取組
を継続するものとする。 

ごみ処理状況としては、現在、峡北広域行政事務組合（韮崎市、北杜市及び甲斐
市の一部）、中巨摩地区広域事務組合（南アルプス市、甲斐市の一部、中央市、昭
和町、富士川町及び市川三郷町の一部）及び峡南衛生組合（市川三郷町の一部、身
延町、早川町及び南部町）が保有するごみ焼却施設と粗大ごみ処理施設で、可燃ご
み、不燃ごみ、粗大ごみの適正処理を行っている。資源ごみについては各市町で資
源化を行っている。 

このような状況のなか、耐用年数や処理経費の増大、将来にわたる安定処理の継
続性の観点から、ごみ焼却施設等を新たに整備する方針とし、各種事業を実施して
いる状況である。 

 
 (4)  ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

山梨県は、平成11年3月に策定した山梨県ごみ処理広域化計画の計画期間が満了
したことから、平成20年3月に「山梨県ごみ処理広域化計画」を策定し、平成20年
度から平成29年度までを計画期間として、ダイオキシン類の削減だけでなく、循環
型社会の構築に向けたリサイクルの推進や最終処分量の削減、スケールメリットを
活かした公共コストの縮減のため、山梨県内をA、B、Cの3ブロックに分け、ごみの
広域的処理を推進することとしている。 

本地域は、Aブロックに該当しており、「山梨県ごみ処理広域化計画」では、3
施設を2施設に集約し、将来的に1施設に集約する計画であった。 

その後、平成29年10月に、ごみ処理施設を1施設に集約することの基本合意書を
締結し、翌年2月に峡北・中巨摩・峡南地域ごみ処理広域化推進協議会が発足した。 

令和元年12月には、構成市町の議会定例会において、山梨西部広域環境組合設立
の協議が可決し、令和2年2月に山梨西部広域環境組合を設立している。 

 
(5)  プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容 

住民がプラスチック使用製品の使用を合理化し、プラスチック使用製品廃棄物の
排出を抑制するよう、また認定プラスチック使用製品を使用するようカレンダー等
で啓発・情報提供を行うとともに、環境学習を行う。 

プラスチック資源は当面の間、可燃ごみとして焼却処理を継続するが、今後のコ
ストや環境影響等の情報収集を行い、財政状況等を踏まえながら分別収集・再商品
化の実施方法や実施時期について検討を行う。 
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２ 循環型社会形成推進のための現状と目標 
 
 (1) 一般廃棄物等の処理の現状 

令和元年度の一般廃棄物の排出、処理状況は図2に示すとおりである。 
なお、ごみ焼却に伴い発生する熱を利用し発電を行っている。 
粗大ごみ処理施設では、不燃ごみ、粗大ごみの破砕選別し、金属類などの資源回

収を行っている。 
 
 

集団回収量 総資源化量

直接資源化量 処理後再生利用量

9,899ｔ 3,445ｔ

9.6％ 処理残渣量 3.4％

12,414ｔ

排 出 量 計画処理量 中間処理量 12.1％ 処理後最終処分量

102,752ｔ 92,853ｔ 8,969ｔ

100.0％ 90.4％ 減量化量 8.7％

80,439ｔ

自家処理量 直接最終処分量 78.3％ 最終処分量

0ｔ 0ｔ 8,969ｔ

0.0％ 0.0％ 8.7％

14,975ｔ1,631ｔ

102,752ｔ

 
※図中下段は排出量に対する割合。端数処理として小数点以下第二位を四捨五入しているため、フロー前後で

数値が合わない場合がある。 

図2 一般廃棄物の処理状況フロー [令和元年度] 

 

 

 (2) 一般廃棄物等の処理の目標 
本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指

し、表2に示すとおり目標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくもの
とする。 

令和8年度の目標達成時の一般廃棄物の排出、処理状況は図3のようになる。 
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表2 減量化、再生利用に関する現状と目標 

事業系　　総排出量 25,237 ｔ 25,744 ｔ (2.0％)

　　　　　１事業所当たりの排出量 1.687 ｔ/事業所 1.725 ｔ/事業所 (2.3％)

排 出 量 生活系　　総排出量 77,515 ｔ 74,522 ｔ (-3.9％)

　　　　　１人当たりの排出量 209 ㎏/人 205 ㎏/人 (-1.9％)

 合　計 　事業系生活系排出量合計 102,752 ｔ 100,266 ｔ (-2.4％)

直接資源化量 9,899 ｔ (9.6％) 9,596 ｔ (9.6％)

総資源化量 14,975 ｔ (14.3％) 14,477 ｔ (14.2％)

7,791 MWh 7,414 MWh

2,714 MJ 2,583 MJ

減 量 化 量 中間処理による減量化量 80,439 ｔ (78.3％) 78,575 ｔ (78.4％)

最 終 処 分 量 埋立最終処分量 8,969 ｔ (8.7％) 8,750 ｔ (8.7％)

再 生 利 用 量

※事業所数はH28経済センサス事業所数

指      　標
現　　状 (割合) 目　　標 (割合)

(令和元年度) (令和８年度)

エネルギー回収量
エネルギー回収量（年間の発電電力量及
び熱利用量）

    ※１ 排出量は令和元年度実績に対する割合、その他は排出量（総資源化量は排出量＋集団回収量）に対する割合 

  ※２ （１事業所当たりの排出量）＝（事業系ごみの総排出量－事業系ごみの資源ごみ量）／（事業所数） 
    ※３ （１人当たりの排出量）＝（生活系ごみの総排出量－生活系ごみの資源ごみ量）／（人口） 
  《指標の定義》 

排 出 量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く。）〔単位：t〕 
総資源化量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和〔単位：t〕 
エネルギー回収量：エネルギー回収施設において回収される年間熱量〔単位：MWh〕 

減 量 化 量：中間処理量と処理後の残さ量の差〔単位：t〕 
最終処分量：埋立処分された量〔単位：t〕 
 

 

集団回収量 総資源化量

直接資源化量 処理後再生利用量

9,596ｔ 3,345ｔ

9.6％ 処理残渣量 3.3％

12,095ｔ

排 出 量 計画処理量 中間処理量 12.1％ 処理後最終処分量

100,266ｔ 90,670ｔ 8,750ｔ

100.0％ 90.4％ 減量化量 8.7％

78,575ｔ

自家処理量 直接最終処分量 78.4％ 最終処分量

0ｔ 0ｔ 8,750ｔ

0.0％ 0.0％ 8.7％

14,477ｔ1,536ｔ

100,266ｔ

 
※図中下段は排出量に対する割合。端数処理として小数点以下第二位を四捨五入しているため、フロー前後で

数値が合わない場合がある。 

図3 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー [令和８年度] 
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◇新ごみ処理施設を整備し、今後も適正処理を推進する。 

３ 施策の内容 
 (1) 発生抑制、再使用の推進 

ア 生活系ごみの有料化 
市川三郷町（旧六郷町のみ）、早川町、身延町、南部町及び富士川町は、指

定ごみ袋にて有料化導入済みである。今後も現状の制度を継続する。 
韮崎市、南アルプス市、北杜市、甲斐市、中央市、市川三郷町（旧六郷町以

外）及び昭和町については、指定ごみ袋の導入は行っているが、排出抑制、排
出者負担の原則をめざし、生活系ごみに対しても有料化の導入を図れるよう令
和４年１１月から検討を開始する。 

 
イ マイバッグ運動・レジ袋対策 

レジ袋削減のため、買い物時のマイバッグ等の持参を広報、ホームページ等

を用いて周知するとともに、関係機関との連携によるノーレジ袋、マイバッグ

運動を推進する。 

 

ウ 環境教育・意識啓発 
施設見学の実施や啓発イベントの開催など、環境関連部局等と連携し、住民

の環境やごみ問題に関する意識向上を図るとともに、家庭におけるごみ減量を

推進する。 

 
エ 事業系ごみの減量、資源化 

事業系のごみの業種別排出状況等を調査し、実態の把握に努める。また、民

間リサイクルルートも活用した資源化の推進に努める。 

 
(2) 処理体制 

ア 生活系ごみの処理体制の現状と今後 
構成市町の分別区分及び処理方法については、表3のとおりである。 
可燃ごみについては、峡北広域行政事務組合は、溶融処理しているため、粗

大ごみ処理施設で処理後の残渣を併せて処理を行っている。峡南衛生組合は、
可燃ごみのみの焼却処理している。 

不燃ごみ・粗大ごみについては、峡北広域行政事務組合及び中巨摩地区広域
事務組合とも、不燃ごみ及び粗大ごみ処理後は、可燃性残渣、不燃性残渣、資
源物の3種類に分別している。峡南衛生組合は、民間業者で処理を行っている。 

資源ごみについては、各市町で資源化を行っている。 
新ごみ処理施設整備までは、現行のごみ分別区分を基本とするが、関係法令

の改正や住民要望を踏まえ、必要な検討を継続する。 
 

イ 事業系ごみの処理体制の現状と今後 

事業系ごみは排出者責任の原則に基づいて、各処理施設に事業者自身が直接
搬入するか許可業者への収集運搬委託により行われている。今後とも生活系ご
みの分別区分に準じ、処理を行う。 

また、事業系ごみの現状把握及び資源化促進に向け、受入時の搬入ごみ検査
や事業者への分別指導を行う。 

 

ウ 今後の処理体制の要点 
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表3(1) 生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後（①韮崎市） 

一次処理 二次処理

可燃ごみ

峡北広域行政

事務組合
環境衛生センター

5,858 可燃ごみ

峡北広域行政

事務組合
環境衛生センター

飛灰固化物：最終処分場
スラグ・鉄類：民間委託

5,362

不燃ごみ
峡北広域行政

事務組合
環境衛生センター

419 不燃ごみ
峡北広域行政

事務組合
環境衛生センター

可燃：焼却施設
不燃：焼却施設
鉄類・アルミ：民間委託

383

可燃性粗大ごみ
峡北広域行政

事務組合

環境衛生センター

110 可燃性粗大ごみ
峡北広域行政

事務組合

環境衛生センター

飛灰固化物：最終処分場
スラグ・鉄類：民間委託

100

不燃性粗大ごみ
峡北広域行政

事務組合
環境衛生センター

68 不燃性粗大ごみ
峡北広域行政

事務組合
環境衛生センター

可燃：焼却施設
不燃：焼却施設
鉄類・アルミ：民間委託

63

かん・びん 選別・処理・保管 民間委託 62 かん・びん 選別・処理・保管 55

紙・布類 選別・処理・保管 民間委託 571 紙・布類 選別・処理・保管 524

プラスチック類 選別・処理・保管 民間委託 22 プラスチック類 選別・処理・保管 18

乾電池、蛍光管 選別・処理・保管 民間委託 10 乾電池、蛍光管 選別・処理・保管 12

現　　　状　　（R　１　年　度）

処理施設等

今　　　後　　（R　８　年　度）

処理見込
（ｔ）

処理方法
処理実績

（t）

処理施設等
分別区分 処理方法 分別区分

溶融処理

破砕・溶融処理

破砕・選別

破砕・溶融処理

破砕・選別

溶融処理

破砕・選別破砕・選別

民間委託

民間委託

民間委託

民間委託

リ
サ

イ
ク

ル

リ
サ

イ
ク

ル

 
 

表3(2) 生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後（②南アルプス市） 

一次処理 二次処理

可燃ごみ
中巨摩地区

広域事務組合
清掃センター

12,951 可燃ごみ
中巨摩地区

広域事務組合
清掃センター

焼却残渣：最終処分場 12,215

不燃ごみ
中巨摩地区

広域事務組合
清掃センター

621 不燃ごみ
中巨摩地区

広域事務組合
清掃センター

可燃：焼却施設
不燃：最終処分場
鉄類・アルミ：民間委託

586

可燃性粗大ごみ
中巨摩地区

広域事務組合

清掃センター

714 可燃性粗大ごみ
中巨摩地区

広域事務組合

清掃センター

焼却残渣：最終処分場 673

不燃性粗大ごみ
中巨摩地区

広域事務組合

清掃センター

52 不燃性粗大ごみ
中巨摩地区

広域事務組合

清掃センター

可燃：焼却施設
不燃：最終処分場

鉄類・アルミ：民間委託

50

かん・びん 選別・処理・保管 民間委託 176 かん・びん 選別・処理・保管 170

紙・布類 選別・処理・保管 民間委託 632 紙・布類 選別・処理・保管 587

プラスチック類 選別・処理・保管 民間委託 87 プラスチック類 選別・処理・保管 78

小型家電 選別・処理・保管 民間委託 166 小型家電 選別・処理・保管 156

乾電池、蛍光管 選別・処理・保管 民間委託 23 乾電池、蛍光管 選別・処理・保管 26

その他 選別・処理・保管 民間委託 298 その他 選別・処理・保管 287

集団回収 681 集団回収 選別・処理・保管 642

民間委託

民間委託

民間委託

民間委託民間委託

民間委託

民間委託

民間委託

焼却処理 焼却処理

破砕・選別 破砕・選別

リ
サ

イ
ク
ル

リ
サ

イ
ク
ル

処理施設等 処理見込
（ｔ）

焼却処理 焼却処理

破砕・選別 破砕・選別

分別区分 処理方法 処理施設等
処理実績

（t）
分別区分 処理方法

現　　　状　　（R　１　年　度） 今　　　後　　（R　８　年　度）
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表3(3) 生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後（③北杜市） 

一次処理 二次処理

可燃ごみ

峡北広域行政

事務組合
環境衛生センター

6,924 可燃ごみ

峡北広域行政

事務組合
環境衛生センター

飛灰固化物：最終処分場
スラグ・鉄類：民間委託

7,100

不燃ごみ
峡北広域行政

事務組合
環境衛生センター

523 不燃ごみ
峡北広域行政

事務組合
環境衛生センター

可燃：焼却施設
不燃：焼却施設
鉄類・アルミ：民間委託

536

可燃性粗大ごみ
峡北広域行政

事務組合

環境衛生センター

154 可燃性粗大ごみ
峡北広域行政

事務組合

環境衛生センター

飛灰固化物：最終処分場
スラグ・鉄類：民間委託

158

不燃性粗大ごみ
峡北広域行政

事務組合
環境衛生センター

141 不燃性粗大ごみ
峡北広域行政

事務組合
環境衛生センター

可燃：焼却施設
不燃：焼却施設
鉄類・アルミ：民間委託

144

かん・びん 選別・処理・保管 民間委託 212 かん・びん 選別・処理・保管 211

紙・布類 選別・処理・保管 民間委託 1,337 紙・布類 選別・処理・保管 1,387

プラスチック類 選別・処理・保管 民間委託 138 プラスチック類 選別・処理・保管 140

乾電池、蛍光管 選別・処理・保管 民間委託 25 乾電池、蛍光管 選別・処理・保管 18

民間委託

民間委託

民間委託

民間委託

破砕・溶融処理 破砕・溶融処理

破砕・選別 破砕・選別

リ
サ

イ
ク

ル

リ
サ

イ
ク

ル

処理施設等 処理見込
（ｔ）

溶融処理 溶融処理

破砕・選別 破砕・選別

現　　　状　　（R　１　年　度） 今　　　後　　（R　８　年　度）

分別区分 処理方法 処理施設等
処理実績

（t）
分別区分 処理方法

 
 

表3(4) 生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後（④甲斐市） 

一次処理 二次処理

峡北広域行政

事務組合
環境衛生センター

峡北広域行政

事務組合
環境衛生センター

飛灰固化物：最終処分場
スラグ・鉄類：民間委託

中巨摩地区
広域事務組合

清掃センター

中巨摩地区
広域事務組合

清掃センター

焼却残渣：最終処分場

峡北広域行政

事務組合
環境衛生センター

峡北広域行政

事務組合
環境衛生センター

可燃：焼却施設

不燃：焼却施設
鉄類・アルミ：民間委託

中巨摩地区
広域事務組合

清掃センター

中巨摩地区
広域事務組合

清掃センター

可燃：焼却施設
不燃：最終処分場

鉄類・アルミ：民間委託

峡北広域行政

事務組合
環境衛生センター

峡北広域行政

事務組合
環境衛生センター

飛灰固化物：最終処分場

スラグ・鉄類：民間委託

中巨摩地区
広域事務組合

清掃センター

中巨摩地区
広域事務組合

清掃センター

焼却残渣：最終処分場

峡北広域行政

事務組合
環境衛生センター

峡北広域行政

事務組合
環境衛生センター

可燃：焼却施設

不燃：焼却施設
鉄類・アルミ：民間委託

中巨摩地区
広域事務組合

清掃センター

中巨摩地区
広域事務組合

清掃センター

可燃：焼却施設
不燃：最終処分場

鉄類・アルミ：民間委託

かん・びん 選別・処理・保管 民間委託 249 かん・びん 選別・処理・保管 232

紙・布類 選別・処理・保管 民間委託 1,174 紙・布類 選別・処理・保管 1,094

プラスチック類 選別・処理・保管 民間委託 210 プラスチック類 選別・処理・保管 199

小型家電 選別・処理・保管 民間委託 115 小型家電 選別・処理・保管 116

乾電池、蛍光管 選別・処理・保管 民間委託 16 乾電池、蛍光管 選別・処理・保管 17

集団回収 950 集団回収 選別・処理・保管 894民間委託 民間委託

リ

サ
イ
ク

ル

リ

サ
イ
ク

ル

現　　　状　　（R　１　年　度） 今　　　後　　（R　８　年　度）

分別区分 処理方法 処理施設等
処理実績

（t）
分別区分 処理方法

処理施設等 処理見込
（ｔ）

溶融処理 溶融処理

破砕・選別 破砕・選別

破砕・溶融処理 破砕・溶融処理

可燃ごみ

不燃ごみ

可燃性粗大ごみ

破砕・選別

民間委託

民間委託

民間委託

民間委託

不燃性粗大ごみ

破砕・選別

民間委託

可燃ごみ

不燃ごみ

可燃性粗大ごみ

不燃性粗大ごみ

15,038

955

216

132

破砕・選別

破砕・選別

14,141

898

204

124

焼却処理 焼却処理

破砕・選別破砕・選別

焼却処理 焼却処理
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表3(5) 生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後（⑤中央市） 

一次処理 二次処理

中巨摩地区
広域事務組合
清掃センター

中巨摩地区
広域事務組合
清掃センター

焼却残渣：最終処分場

民間委託

中巨摩地区
広域事務組合

清掃センター

中巨摩地区
広域事務組合

清掃センター

可燃：焼却施設
不燃：最終処分場

鉄類・アルミ：民間委託

民間委託

中巨摩地区

広域事務組合
清掃センター

中巨摩地区

広域事務組合
清掃センター

焼却残渣：最終処分場

民間委託

中巨摩地区
広域事務組合
清掃センター

中巨摩地区
広域事務組合
清掃センター

可燃：焼却施設
不燃：最終処分場
鉄類・アルミ：民間委託

民間委託

かん・びん 選別・処理・保管 民間委託 130 かん・びん 選別・処理・保管 120

紙・布類 選別・処理・保管 民間委託 718 紙・布類 選別・処理・保管 656

プラスチック類 選別・処理・保管 民間委託 118 プラスチック類 選別・処理・保管 111

小型家電 選別・処理・保管 民間委託 19 小型家電 選別・処理・保管 18

乾電池、蛍光管 選別・処理・保管 民間委託 8 乾電池、蛍光管 選別・処理・保管 9

生ごみ 選別・処理・保管
中央市豊富

クリーンセンター
9 生ごみ 選別・処理・保管

中央市豊富
クリーンセンター

堆肥：農地還元 9

現　　　状　　（R　１　年　度） 今　　　後　　（R　８　年　度）

分別区分 処理方法 処理施設等
処理実績

（t）
分別区分 処理方法

処理施設等 処理見込
（ｔ）

焼却処理 焼却処理

破砕・選別 破砕・選別

破砕・選別

リ

サ
イ

ク
ル

リ

サ
イ

ク
ル

焼却処理

破砕・選別破砕・選別

民間委託

民間委託

民間委託

民間委託

民間委託

民間委託

民間委託

焼却処理

破砕・選別

焼却処理 焼却処理

破砕・選別

焼却処理 焼却処理

不燃性粗大ごみ

可燃性粗大ごみ

不燃ごみ

可燃ごみ 可燃ごみ

不燃ごみ

可燃性粗大ごみ

不燃性粗大ごみ

破砕・選別

173

281

343

5,6056,086

372

305

188

民間委託

民間委託

 
 

表3(6) 生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後（⑥市川三郷町） 

一次処理 二次処理

中巨摩地区

広域事務組合
清掃センター

中巨摩地区

広域事務組合
清掃センター

焼却残渣：最終処分場

峡南衛生組合

ごみ処理場

峡南衛生組合

ごみ処理場
焼却残渣：民間委託

中巨摩地区
広域事務組合

清掃センター

中巨摩地区
広域事務組合

清掃センター

可燃：焼却施設
不燃：最終処分場

鉄類・アルミ：民間委託

民間委託

可燃性粗大ごみ
中巨摩地区

広域事務組合

清掃センター

23 可燃性粗大ごみ
中巨摩地区

広域事務組合

清掃センター

焼却残渣：最終処分場 23

不燃性粗大ごみ

中巨摩地区

広域事務組合
清掃センター

23 不燃性粗大ごみ

中巨摩地区

広域事務組合
清掃センター

可燃：焼却施設

不燃：最終処分場
鉄類・アルミ：民間委託

23

かん・びん 選別・処理・保管 民間委託 92 かん・びん 選別・処理・保管 94

紙・布類 選別・処理・保管 民間委託 473 紙・布類 選別・処理・保管 472

プラスチック類 選別・処理・保管 民間委託 54 プラスチック類 選別・処理・保管 56

乾電池、蛍光管 選別・処理・保管 民間委託 2 乾電池、蛍光管 選別・処理・保管 2

処理施設等 処理見込
（ｔ）

現　　　状　　（R　１　年　度） 今　　　後　　（R　８　年　度）

可燃ごみ

焼却処理

3,707 可燃ごみ

焼却処理

3,723

焼却処理 焼却処理

分別区分 処理方法 処理施設等
処理実績

（t）
分別区分 処理方法

不燃ごみ

破砕・選別

172 不燃ごみ

破砕・選別

173

破砕・選別 破砕・選別 民間委託

焼却処理 焼却処理

破砕・選別 破砕・選別

リ
サ

イ
ク
ル

リ
サ

イ
ク
ル

民間委託

民間委託

民間委託

民間委託
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表3(7) 生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後（⑦早川町） 

一次処理 二次処理

可燃ごみ
峡南衛生組合
ごみ処理場

247 可燃ごみ
峡南衛生組合
ごみ処理場

焼却残渣：民間委託 447

セトモノ 選別・処理・保管 民間委託 6 セトモノ 選別・処理・保管 11

かん・びん 選別・処理・保管 民間委託 20 かん・びん 選別・処理・保管 36

紙・布類 選別・処理・保管 民間委託 35 紙・布類 選別・処理・保管 63

プラスチック類 選別・処理・保管 民間委託 6 プラスチック類 選別・処理・保管 11

現　　　状　　（R　１　年　度） 今　　　後　　（R　８　年　度）

分別区分 処理方法 処理施設等
処理実績

（t）
分別区分 処理方法

処理施設等 処理見込
（ｔ）

焼却処理 焼却処理

民間委託リ

サ
イ
ク

ル

リ

サ
イ
ク

ル

民間委託

民間委託

民間委託

 
 

表3(8) 生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後（⑧身延町） 

一次処理 二次処理

可燃ごみ
峡南衛生組合
ごみ処理場

2,511 可燃ごみ
峡南衛生組合
ごみ処理場

焼却残渣：民間委託 2,440

可燃性粗大ごみ 民間委託 5 可燃性粗大ごみ 5

不燃性粗大ごみ 民間委託 8 不燃性粗大ごみ 8

セトモノ 選別・処理・保管 民間委託 46 セトモノ 選別・処理・保管 42

かん・びん 選別・処理・保管 民間委託 139 かん・びん 選別・処理・保管 133

紙・布類 選別・処理・保管 民間委託 335 紙・布類 選別・処理・保管 330

プラスチック類 選別・処理・保管 民間委託 81 プラスチック類 選別・処理・保管 79

小型家電 選別・処理・保管 民間委託 19 小型家電 選別・処理・保管 18

乾電池、蛍光管 選別・処理・保管 民間委託 3 乾電池、蛍光管 選別・処理・保管 3

分別区分 処理方法 処理施設等
処理実績

（t）
分別区分 処理方法

処理施設等 処理見込
（ｔ）

リ
サ
イ

ク
ル

現　　　状　　（R　１　年　度） 今　　　後　　（R　８　年　度）

焼却処理 焼却処理

リ
サ
イ

ク
ル

民間委託

民間委託

民間委託

民間委託

破砕

破砕

破砕

破砕

民間委託

民間委託

民間委託

民間委託

 
 

表3(9) 生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後（⑨南部町） 

一次処理 二次処理

可燃ごみ
峡南衛生組合
ごみ処理場

1,384 可燃ごみ
峡南衛生組合
ごみ処理場

焼却残渣：民間委託 1,236

不燃ごみ 民間委託 88 可燃性粗大ごみ 79

かん・びん 選別・処理・保管 民間委託 100 かん・びん 選別・処理・保管 91

紙・布類 選別・処理・保管 民間委託 425 紙・布類 選別・処理・保管 376

プラスチック類 選別・処理・保管 民間委託 97 プラスチック類 選別・処理・保管 86

小型家電 選別・処理・保管 民間委託 11 小型家電 選別・処理・保管 11

乾電池、蛍光管 選別・処理・保管 民間委託 5 乾電池、蛍光管 選別・処理・保管 6

焼却処理 焼却処理

破砕・圧縮 破砕・圧縮 民間委託

処理施設等 処理見込
（ｔ）

分別区分 処理方法 処理施設等
処理実績

（t）
分別区分 処理方法

現　　　状　　（R　１　年　度） 今　　　後　　（R　８　年　度）

リ
サ
イ

ク
ル

リ
サ
イ

ク
ル

民間委託

民間委託

民間委託

民間委託

民間委託
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表3(10) 生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後（⑩富士川町） 

一次処理 二次処理

可燃ごみ

中巨摩地区

広域事務組合
清掃センター

2,836 可燃ごみ

中巨摩地区

広域事務組合
清掃センター

焼却残渣：最終処分場 2,870

不燃ごみ
中巨摩地区

広域事務組合
清掃センター

70 不燃ごみ
中巨摩地区

広域事務組合
清掃センター

可燃：焼却施設
不燃：最終処分場
鉄類・アルミ：民間委託

71

かん・びん 選別・処理・保管 民間委託 117 かん・びん 選別・処理・保管 119

紙・布類 選別・処理・保管 民間委託 288 紙・布類 選別・処理・保管 293

プラスチック類 選別・処理・保管 民間委託 78 プラスチック類 選別・処理・保管 79

乾電池、蛍光管 選別・処理・保管 民間委託 7 乾電池、蛍光管 選別・処理・保管 5

民間委託

民間委託

民間委託

現　　　状　　（R　１　年　度） 今　　　後　　（R　８　年　度）

分別区分 処理方法 処理施設等
処理施設等 処理見込

（ｔ）

焼却処理 焼却処理

破砕・選別 破砕・選別

処理実績
（t）

分別区分 処理方法

民間委託

リ
サ
イ

ク
ル

リ
サ
イ

ク
ル

 
 

表3(11) 生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後（⑪昭和町） 

一次処理 二次処理

可燃ごみ
中巨摩地区

広域事務組合
清掃センター

3,813 可燃ごみ
中巨摩地区

広域事務組合
清掃センター

焼却残渣：最終処分場 3,793

不燃ごみ
中巨摩地区

広域事務組合
清掃センター

307 不燃ごみ
中巨摩地区

広域事務組合
清掃センター

可燃：焼却施設
不燃：最終処分場
鉄類・アルミ：民間委託

305

可燃性粗大ごみ
中巨摩地区

広域事務組合

清掃センター

518 可燃性粗大ごみ
中巨摩地区

広域事務組合

清掃センター

焼却残渣：最終処分場 515

不燃性粗大ごみ 民間委託 77 不燃性粗大ごみ 76

かん・びん 選別・処理・保管 民間委託 61 かん・びん 選別・処理・保管 65

紙・布類 選別・処理・保管 民間委託 723 紙・布類 選別・処理・保管 704

プラスチック類 選別・処理・保管 民間委託 109 プラスチック類 選別・処理・保管 112

小型家電 選別・処理・保管 民間委託 3 小型家電 選別・処理・保管 3

乾電池、蛍光管 選別・処理・保管 民間委託 6 乾電池、蛍光管 選別・処理・保管 9

剪定枝 選別・処理・保管 民間委託 33 剪定枝 選別・処理・保管 37

民間委託

焼却処理 焼却処理

現　　　状　　（R　１　年　度） 今　　　後　　（R　８　年　度）

分別区分 処理方法 処理施設等
処理実績

（t）
分別区分 処理方法

処理施設等 処理見込
（ｔ）

焼却処理 焼却処理

破砕・選別 破砕・選別

リ

サ
イ

ク
ル

リ

サ
イ

ク
ル

破砕・選別 破砕・選別

民間委託

民間委託

民間委託

民間委託

民間委託

民間委託
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 (3) 処理施設等の整備 

ア 廃棄物処理施設 

表4のとおり必要な施設整備を行う。 

 
表4 整備する処理施設 

事業番号 
整備施設種類 

（施設名） 
事  業  名 処理能力 設置予定地 事業期間 国土強靱化 

１ 
粗大ごみ処理施設 
（新リサイクルセン
ター） 

マテリアルリサイクル 
推進施設整備事業 

20t/日 
中央市浅利 

地内 
R9-R12 
年度 

－ 

２ 
ごみ焼却施設 
（新クリーンセンタ
ー） 

エネルギー回収型廃
棄物処理施設整備事
業 

318t/日 
中央市浅利 

地内 
R9-R12 
年度 

－ 

（整備理由） 

事業番号１ 現有処理施設の老朽化対策のため 

事業番号２ 現有処理施設の老朽化対策、エネルギーの有効利用の促進のため 

 

(4) 施設整備に関する計画支援事業 

（3）の施設整備に先立ち、表5のとおり計画支援事業を行う。 

 

表5 実施する計画支援事業 

事業番号 事業名 事業内容 事業期間 

31 
エネルギー回収型廃棄物処理施設整備事業及

びマテリアルリサイクル推進施設整備事業（事

業番号1、2）に係る環境影響評価 

環境影響評価 R3-R6年度 

32 
エネルギー回収型廃棄物処理施設整備事業及

びマテリアルリサイクル推進施設整備事業（事

業番号1、2）に係る測量・地質調査 

測量・地質調査 R3年度 

33 

エネルギー回収型廃棄物処理施設整備事業及

びマテリアルリサイクル推進施設整備事業（事

業番号1、2）に係るごみ処理方式検討及びＰＦＩ

等導入可能性調査 

ごみ処理方式検討及び 

ＰＦＩ等導入可能性調査 
R3年度 

34 

エネルギー回収型廃棄物処理施設整備事業及

びマテリアルリサイクル推進施設整備事業（事

業番号1、2）に係る施設基本設計及び発注仕様

書作成 

施設基本設計 R4-R7年度 

35 
エネルギー回収型廃棄物処理施設整備事業及

びマテリアルリサイクル推進施設整備事業（事

業番号1、2）に係る造成設計 

造成設計 R6年度 
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(5) その他の施策 

その他、地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく。 

 

ア 災害時の廃棄物処理に関する事項 

東日本大震災や竜巻、台風等自然災害の発生件数が多く、被害の範囲や規模

も大きくなっている状況から、構成市町では、市民の生命、財産を災害から保

護することを目的とした「地域防災計画」を策定し、防災計画に取り組んでい

る。また、「災害廃棄物処理対策指針」に基づいた災害廃棄物の処理・処分に

関する具体的な方針などをとりまとめた「災害廃棄物処理計画」を策定してい

る。（身延町は令和4年9月、南部町は令和5年3月に策定完了予定） 

今後は、整備する施設に関して「地域防災計画」及び「災害廃棄物処理計画」

に基づき、災害廃棄物処理に対応した設備の導入を検討する。 

 

イ 不法投棄対策 

不法投棄を未然に防止するため、不法投棄が重大な犯罪であることを大きく

ＰＲするとともに、不法投棄監視パトロールの実施、監視カメラ等の設置を継

続し、地域住民、事業者とも協力しながら投棄されにくい環境づくりを進める

ものとする。 

 

４ 計画のフォローアップと事後評価 

 

(1) 計画のフォローアップ 

毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に応じて、

山梨県及び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直しを行

う。 

 

(2) 事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、

速やかに計画の事後評価、目標達成状況の評価を行う。 

また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させる

ものとする。 

なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見

直すものとする。 
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廃
棄

物
が

搬
入

で
き

な
く
な

っ
た

場
合

  
  
  
  
 に

は
、

県
内

外
自

治
体

及
び

民
間

の
廃

棄
物

処
理

場
へ

処
理

を

  
  
  
  
 依

頼
す

る
。

 
 (
2
)
更

新
(
改

良
)
・

新
設

施
設
リ
ス

ト
 

 

施
設

種
別

施
設

名
事

業
主

体
形

式
及

び
処

理
方

式
処

理
能

力
(単

位
)

竣
工

予
定

年
月

日
更

新
（
改

良
）・

新
設

理
由

廃
焼

却
施

設
解

体
の

有
無

（
解

体
施

設
の

名
称

）

廃
焼

却
施

設
解

体
事

業
着

手
（予

定
）
年

月

完
了

（予
定

）
年

月

想
定

さ
れ

る
浸

水
深

と
対

策

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

再
商

品
化

を
実

施
す

る
た

め

の
施

設
整

備
事

業

備
　

　
考

エ
ネ

ル
ギ

ー
回

収
型

廃
棄

物
処

理
施

設

山
梨

西
部

広
域

環
境

組
合

（
新

ク
リ

ー
ン

セ
ン

タ
ー

）

山
梨

西
部

広
域

環
境

組
合

検
討

中
3
1
8
t/

日
R

1
3
.4

施
設

の
集

約
未

定
未

定

浸
水

深
：
5
m

以
上

～

1
0
m

未
満

対
策

：
検

討
中

－

マ
テ

リ
ア

ル
リ

サ
イ

ク

ル
推

進
施

設

山
梨

西
部

広
域

環
境

組
合

（
新

ク
リ

ー
ン

セ
ン

タ
ー

）

山
梨

西
部

広
域

環
境

組
合

検
討

中
2
0
t/

日
R

1
3
.4

施
設

の
集

約
－

－

浸
水

深
：
5
m

以
上

～

1
0
m

未
満

対
策

：
検

討
中

－

※
計

画
地

域
内

の
施

設
の

状
況

（
現

況
、

予
定

）
を

地
図

上
に

示
し

た
も

の
を

添
付

し
た

（
添

付
資

料
２

）
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1
5

 

様
式

　
２

事
　

業
　

名
　

称
単

位
開

始
終

了
令

和
３

年
度

令
和

４
年

度
令

和
５

年
度

令
和

６
年

度
令

和
７

年
度

令
和

３
年

度
令

和
４

年
度

令
和

５
年

度
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度

2
山

梨
西

部
広

域
環

境
組

合
3
1
8

t/
日

R
9

R
1
2

2
5
5

,6
7

4
5
4

,5
6

9
7
3

,4
4

6
3

6
,0

8
3

7
3

,8
9

9
1

7
,6

7
7

2
5

2
,0

4
9

5
4

,5
6
9

7
3

,4
4
6

3
2
,4

5
8

7
3
,8

9
9

1
7

,6
7

7

7
8
,7

4
9

6
,4

1
4

5
2
,8

3
2

1
2
,9

0
6

6
,5

9
7

0
7
6
,4

5
0

6
,4

1
4

5
2
,8

3
2

1
0
,6

0
7

6
,5

9
7

0

3
8
,3

6
5

3
8
,3

6
5

0
0

0
0

3
8
,3

6
5

3
8
,3

6
5

0
0

0
0

9
,7

9
0

9
,7

9
0

0
0

0
0

9
,7

9
0

9
,7

9
0

0
0

0
0

8
8
,7

7
0

0
2
0
,6

1
4

2
3
,1

7
7

2
7
,3

0
2

1
7
,6

7
7

8
7
,4

4
4

0
2
0
,6

1
4

2
1
,8

5
1

2
7
,3

0
2

1
7
,6

7
7

4
0
,0

0
0

0
0

0
4
0
,0

0
0

0
4
0
,0

0
0

0
0

0
4
0
,0

0
0

0

2
5
5

,6
7

4
5
4

,5
6

9
7
3

,4
4

6
3

6
,0

8
3

7
3

,8
9

9
1

7
,6

7
7

2
5

2
,0

4
9

5
4

,5
6
9

7
3

,4
4
6

3
2
,4

5
8

7
3
,8

9
9

1
7

,6
7

7

○
エ

ネ
ル

ギ
ー

回
収

型
廃

棄
物

処
理

施
設

整
備

事
業

事
業

番
号

1
、

事
業

番
号

2
に

関
わ

る
環

境
影

響
評

価

事
業

番
号

1
、

事
業

番
号

2
に

関
わ

る
測

量
・
地

質
調

査

2
0

t/
日

1
山

梨
西

部
広

域
環

境
組

合

新
ご

み
焼

却
施

設
整

備
事

業

○
施

設
整

備
に

関
す

る
計

画
支

援
事

業

循
環

型
社

会
形

成
推

進
交

付
金

事
業

実
施

計
画

総
括

表
（
令

和
２

年
度

）

事
業

主
体

名
　

　
　

称
※

２

事
業

期
間

交
付

期
間

備
　

　
考

事
　

業
　

種
　

別

○
マ

テ
リ

ア
ル

リ
サ

イ
ク

ル
推

進
施

設
整

備
事

業

R
9

新
粗

大
ご

み
処

理
施

設
整

備
事

業

総
事

業
費

（
千

円
）

交
付

対
象

事
業

費
（

千
円

）
規

　
模

事
業

番
号

※
１

R
1
2

3
3

事
業

番
号

1
、

事
業

番
号

2
に

関
わ

る
ご

み
処

理
方

式
検

討
及

び
Ｐ

Ｆ
Ｉ等

導
入

可
能

性
調

査

事
業

番
号

1
、

事
業

番
号

2
に

関
わ

る
造

成
設

計

事
業

番
号

1
、

事
業

番
号

2
に

関
わ

る
施

設
基

本
設

計
及

び
発

注
仕

様
書

作
成

山
梨

西
部

広
域

環
境

組
合

3
1

3
2

山
梨

西
部

広
域

環
境

組
合

山
梨

西
部

広
域

環
境

組
合

R
3

R
6

合
  

  
 　

　
計

R
6

R
3

R
3

3
5

山
梨

西
部

広
域

環
境

組
合

R
3

R
6

3
4

山
梨

西
部

広
域

環
境

組
合

R
4

R
3

R
7

次
期

、
地

域
計

画
期

間
で

整
備

予
定

次
期

、
地

域
計

画
期

間
で

整
備

予
定

 

15 



 16

様式３

開始 終了 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

11
家庭系ごみの有料
化

家庭ごみの排出量をみつつ

必要に応じて、有料化につ

いて検討する。
構成市町 R3 R7

12
マイバック運動・
レジ袋対策

マイバック運動によりレジ

袋削減対策を推進する。
構成市町 R3 R7

13
環境教育・意識啓
発

施設見学の実施や啓発イベ

ントの開催などによるごみ

減量の意識啓発推進
構成市町 R3 R7

14
事業系ごみの減
量、資源化

事業系のごみの業種別排出

状況等を調査するととも

に、資源化の推進する。
構成市町 R3 R7

21
家庭系ごみの処理
体制

将来も現行のごみ分別区分

を基本とするが、関係法令

の改正や住民要望を踏ま

え、各種検討を行う。

構成市町 R3 R7

22
事業系ごみの処理
体制

将来も現行の受入体制を基

本とするが、減量化・資源

化の推進、自己処理責任の

遵守を求める。

構成市町 R3 R7

1
新リサイクルセン
ター整備事業

マテリアルリサイクル推進

施設（リサイクルセン

ター）を整備し、不燃・粗

大ごみの処理及び資源化の

推進を図る。

山梨西部広域
環境組合

R9 R12 ○

2
新クリーンセン
ター整備事業

エネルギー回収型廃棄物処

理施設を整備し、ごみの衛

生処理、エネルギーの有効

活用を図る。

山梨西部広域
環境組合

R9 R12 ○

31
事業番号1及び事業
番号2に関わる環境
影響評価

環境影響評価
山梨西部広域

環境組合
R3 R6 ○

32
事業番号1及び事業
番号2に関わる測
量・地質調査

測量・地質調査
山梨西部広域

環境組合
R3 R3 ○

施設整備に
関わる計画
支援に関す
るもの

33

事業番号1及び事業
番号2に関わるごみ
処理方式検討及び
ＰＦＩ等導入可能
性調査

ごみ処理方式検討及び

ＰＦＩ等導入可能性調査

山梨西部広域
環境組合

R3 R3 ○

34

事業番号1及び事業
番号2に関わる施設
基本設計及び発注
仕様書作成

施設基本設計
山梨西部広域

環境組合
R4 R7 ○

35
事業番号1及び事業
番号2に関わる造成
設計

造成設計
山梨西部広域

環境組合
R6 R6 ○

41
災害時の廃棄物処理に
関する事項

地域防災計画に基づいた災

害廃棄物処理に関する計画

策定
構成市町 R3 R7

42 不法投棄対策

対策のＰＲ、不法投棄監視

などの実施、地域住民、事

業者とも協力しながら不法

投棄対策を進める。

構成市町 R3 R7

事　業　計　画
備考

発生抑制、
再使用の推
進に関する

もの

処理体制構
築・変更に
関するもの

その他に関
するもの

処理施設の
整備に関す

るもの

地域の循環型社会形成推進のための施策一覧

施策種別
事業
番号

施策の名称 施策の内容 実施主体
事業期間 交付金

必要の
要否

事 業 実 施

事 業 実 施

環境影響評価

調査

施設基本設計及び発注支援書作成

造成設計

事 業 実 施

事 業 実 施

事 業 実 施

事 業 実 施

次期、地域計画期間で整備予定（令和9～12年度）

次期、地域計画期間で整備予定（令和9～12年度）

ごみ処理方式

検討及び

ＰＦＩ可能性
調査

事 業 実 施

事 業 実 施
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【参考資料様式１】 

施設概要（リサイクル施設系） 
都道府県名 山梨県    

 

 (1) 事業主体名 山梨西部広域環境組合 

 (2) 施設名称 新粗大ごみ処理施設 

 (3) 工期 令和９年度 ～ 令和12年度 

 (4) 施設規模 処理能力 20t/日 

 (5) 形式及び処理方式 検討中 

 (6) 地域計画内の役割 
山梨西部地域から発生する粗大ごみや不燃ごみを適正に処理する。資源回

収率の向上に努め、循環型社会形成に寄与する。 

 (7) 廃焼却施設解体 
    工事の有無 

   未定 

 
「廃棄物原材料化施設」を整備する場合 
 

 (8) 生成する原材料およ

びその利用計画 

  

 
「ごみ固形燃料化施設」を整備する場合 
 

 (9) 固形燃料の利用計画    

 
「ストックヤード」を整備する場合 
 

 (10)ストック対象物 有害ごみ・危険ごみ 

 
「容器包装リサイクル推進施設」を整備する場合 
 

 (11)容器包装リサイクル

推進施設の内訳 

 

  

 (12)事業計画額 検討中 
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【参考資料様式２】 
エネルギー回収系施設 

都道府県名 山梨県    
 

 (1) 事業主体名 山梨西部広域環境組合 

 (2) 施設名称 新ごみ焼却施設 

 (3) 工期 令和９年度 ～ 令和12年度 

 (4) 施設規模 処理能力 318t/日 

 (5) 形式及び処理方式 検討中 

 (6) 余熱利用の計画 
検討中 
１．発電の有無    有（発電効率 ％） ・ 無 
２．熱回収の有無      有（熱回収率 ％） ・ 無 

 (7) 地域計画内の役割 
山梨西部地域から発生する可燃ごみなどを適正に処理する。エネルギーの

有効利用を促進し、循環型社会形成に寄与する。 

 (8) 廃焼却施設解体 
    工事の有無 

  未定 

 
「灰溶融施設」を整備する場合 
 

 (9) スラグの利用計画 検討中 

 
「高効率原燃料化施設」を整備する場合 
 

 (10) 発生ガス回収効率 
    及び発生ガス量 

１．発生ガス回収効率     Nm3／ｔ 
２．発生ガス量        Nm3／日 

 (11) 回収ガスの利用計 
    画 

 

  

 (12)事業計画額 検討中 
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【参考資料様式８】 

計画支援概要 
 

都道府県名  山梨県   
 
 

(1) 事業主体名  山梨西部広域環境組合 

(2) 事業目的  
エネルギー回収型廃棄物処理施設整備事業及びマテリアルリサイクル推進施設整備

のため 

(3) 事業名称  

エネルギー回収型廃棄物

処理施設整備事業及びマテ

リアルリサイクル推進施設

整備事業に係る環境影響評

価 

エネルギー回収型廃棄物

処理施設整備事業及びマテ

リアルリサイクル推進施設

整備事業に係る測量・地質

調査 

エネルギー回収型廃棄物

処理施設整備事業及びマテ

リアルリサイクル推進施設

整備事業に係るごみ処理方

式検討及びＰＦＩ等導入可

能性調査 

(4) 事業期間  令和 3年度～令和 6年度 令和 3年度 令和 3年度 

(5) 事業概要 

エネルギー回収型廃棄物

処理施設整備及びマテリア

ルリサイクル推進施設整備

を実施するにあたり、環境

影響評価を行う。 

エネルギー回収型廃棄物

処理施設整備及びマテリア

ルリサイクル推進施設整備

を実施するにあたり、測

量・地質調査を行う。 

 

エネルギー回収型廃棄物

処理施設整備及びマテリア

ルリサイクル推進施設整備

を実施するにあたり、ごみ

処理方式検討及びＰＦＩ等

導入可能性調査を行う。 

       

 

(6) 事業計画額 78,749 千円 38,365 千円 9,790 千円 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 20

 

【参考資料様式８】 

計画支援概要 
 

都道府県名  山梨県   
 
 

(1) 事業主体名  山梨西部広域環境組合 

(2) 事業目的  
エネルギー回収型廃棄物処理施設整備事業及びマテリアルリサイクル推進施設整備

のため 

(3) 事業名称  

エネルギー回収型廃棄物処理施設整備

事業及びマテリアルリサイクル推進施設

整備事業に係る施設基本設計 

エネルギー回収型廃棄物処理施設整備

事業及びマテリアルリサイクル推進施設

整備事業に係る造成設計 

(4) 事業期間  令和 4年度～令和 7年度 令和 6年度 

(5) 事業概要 

エネルギー回収型廃棄物処理施設整備

及びマテリアルリサイクル推進施設整備

を実施するにあたり、施設基本設計及び発

注仕様書作成を行う。 

エネルギー回収型廃棄物処理施設整備

及びマテリアルリサイクル推進施設整備

を実施するにあたり、造成設計を行う。 

 

       

 

(6) 事業計画額 88,770 千円 40,000 千円 
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【添付資料 1：人口等指標のトレンドグラフ】 

ごみ排出量，総資源化量，最終処分量のトレンドグラフを資料図-1～図 4 に示す。 
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単位 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

人口 人 330,498 328,778 327,742 326,088 324,219 321,941 321,241 320,314 319,421 318,515 317,204 316,020

事業系ごみ排出量 t 24,760 25,156 25,007 25,465 25,237 25,402 25,451 25,506 25,577 25,627 25,684 25,744

生活系ごみ排出量 t 78,056 76,900 76,139 76,881 77,515 76,169 75,981 75,727 75,477 75,224 74,849 74,522

原単位 g/人･日 852.3 850.4 845.5 859.9 868.3 864.4 865.1 865.9 866.8 867.5 868.3 869.3

計 t 102,816 102,056 101,146 102,346 102,752 101,571 101,432 101,233 101,054 100,851 100,533 100,266  
 

資料図-1 ごみ排出量トレンドグラフ（圏域全体） 
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単位 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

人口 人 30,404 30,191 29,966 29,568 29,124 29,281 28,900 28,600 28,300 28,000 27,700 27,400

事業系ごみ排出量 t 2,806 2,429 2,413 2,364 2,344 2,310 2,285 2,259 2,237 2,212 2,194 2,172

生活系ごみ排出量 t 7,514 7,307 7,168 7,133 7,120 7,048 6,941 6,854 6,769 6,684 6,600 6,517

原単位 g/人･日 929.9 883.5 876.0 880.0 890.3 875.6 874.6 873.0 871.9 870.5 869.8 868.8

計 t 10,320 9,736 9,581 9,497 9,464 9,358 9,226 9,113 9,006 8,896 8,794 8,689  
 

資料図-2(1) ごみ排出量トレンドグラフ（①韮崎市） 
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単位 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

人口 人 72,305 72,018 71,880 71,602 71,370 69,890 69,699 69,508 69,317 69,126 68,935 68,870

事業系ごみ排出量 t 4,659 4,627 4,625 4,630 4,530 4,614 4,606 4,603 4,599 4,595 4,592 4,588

生活系ごみ排出量 t 15,269 15,217 15,061 15,311 15,720 15,093 15,046 14,997 14,946 14,897 14,849 14,828

原単位 g/人･日 755.1 754.9 750.3 763.0 777.3 772.5 772.5 772.6 772.5 772.5 772.7 772.4

計 t 19,928 19,844 19,686 19,941 20,250 19,707 19,652 19,600 19,545 19,492 19,441 19,416  
 

資料図-2(2) ごみ排出量トレンドグラフ（②南アルプス市） 
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単位 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

人口 人 47,927 47,558 47,367 46,879 46,421 44,893 44,883 44,872 44,862 44,851 44,841 44,524

事業系ごみ排出量 t 4,180 4,889 4,725 5,028 5,128 5,168 5,252 5,329 5,406 5,475 5,544 5,610

生活系ごみ排出量 t 9,327 9,159 9,268 9,497 9,454 9,220 9,322 9,418 9,509 9,596 9,681 9,694

原単位 g/人･日 772.1 809.3 809.4 848.9 860.6 878.1 889.6 900.4 910.9 920.6 930.2 941.7

計 t 13,507 14,048 13,993 14,525 14,582 14,388 14,574 14,747 14,915 15,071 15,225 15,304  
 

資料図-2(3) ごみ排出量トレンドグラフ（③北杜市） 
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単位 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

人口 人 74,810 74,960 75,223 75,467 75,522 75,734 75,648 75,562 75,477 75,391 75,305 75,147

事業系ごみ排出量 t 4,066 4,373 4,373 4,361 4,474 4,449 4,471 4,490 4,511 4,530 4,544 4,563

生活系ごみ排出量 t 18,122 17,921 17,812 17,882 18,105 17,835 17,687 17,546 17,412 17,281 17,160 17,025

原単位 g/人･日 812.6 814.8 808.0 807.5 819.1 806.1 802.5 799.0 795.8 792.6 789.6 787.1

計 t 22,188 22,294 22,185 22,243 22,579 22,284 22,158 22,036 21,923 21,811 21,704 21,588  
 

資料図-2(4) ごみ排出量トレンドグラフ（④甲斐市） 
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単位 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

人口 人 30,888 30,677 30,712 30,804 30,978 30,945 30,896 30,848 30,799 30,750 30,701 30,653

事業系ごみ排出量 t 2,766 2,820 2,804 2,839 2,753 2,792 2,792 2,792 2,792 2,792 2,792 2,792

生活系ごみ排出量 t 8,318 8,007 7,896 7,900 7,953 7,783 7,697 7,616 7,538 7,464 7,393 7,325

原単位 g/人･日 983.1 966.9 954.5 955.1 946.8 936.3 930.1 924.4 918.9 913.8 908.9 904.2

計 t 11,084 10,827 10,700 10,739 10,706 10,575 10,489 10,408 10,330 10,256 10,185 10,117  
 

資料図-2(5) ごみ排出量トレンドグラフ（⑤中央市） 
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単位 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

人口 人 16,509 16,269 16,018 15,810 15,604 15,438 15,412 15,386 15,360 15,334 15,308 15,257

事業系ごみ排出量 t 489 411 412 422 426 427 431 434 438 442 445 449

生活系ごみ排出量 t 4,684 4,560 4,484 4,532 4,546 4,476 4,495 4,513 4,530 4,545 4,560 4,566

原単位 g/人･日 858.5 837.1 837.4 858.5 873.0 870.1 875.7 880.9 886.1 891.0 895.8 900.6

計 t 5,173 4,971 4,896 4,954 4,972 4,903 4,926 4,947 4,968 4,987 5,005 5,015  
 

資料図-2(6) ごみ排出量トレンドグラフ（⑥市川三郷町） 
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単位 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

人口 人 1,115 1,103 1,076 1,043 1,018 1,383 1,433 1,483 1,532 1,582 1,632 1,505

事業系ごみ排出量 t 41 27 50 69 67 77 84 91 99 106 113 120

生活系ごみ排出量 t 285 290 296 307 314 439 471 503 535 568 602 568

原単位 g/人･日 801.0 787.4 881.0 987.7 1025.4 1022.2 1061.1 1097.4 1133.8 1167.2 1200.3 1252.4

計 t 326 317 346 376 381 516 555 594 634 674 715 688  
 

資料図-2(7) ごみ排出量トレンドグラフ（⑦早川町） 
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単位 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

人口 人 13,016 12,618 12,139 11,726 11,306 11,409 11,101 10,802 10,510 10,226 9,580 9,493

事業系ごみ排出量 t 1,124 1,117 1,127 1,207 1,190 1,215 1,234 1,248 1,267 1,281 1,299 1,314

生活系ごみ排出量 t 3,245 3,165 3,136 3,235 3,147 3,257 3,244 3,227 3,205 3,180 3,033 3,058

原単位 g/人･日 919.6 929.7 962.1 1037.9 1051.0 1073.9 1105.2 1135.0 1165.8 1195.2 1238.9 1261.8

計 t 4,369 4,282 4,263 4,442 4,337 4,472 4,478 4,475 4,472 4,461 4,332 4,372  
 

資料図-2(8) ごみ排出量トレンドグラフ（⑧身延町） 
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単位 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

人口 人 8,307 8,114 7,903 7,741 7,569 7,208 7,053 6,898 6,742 6,587 6,432 6,296

事業系ごみ排出量 t 107 125 125 99 96 95 91 91 88 84 80 80

生活系ごみ排出量 t 2,174 2,167 2,125 2,120 2,110 2,027 2,007 1,986 1,961 1,936 1,908 1,885

原単位 g/人･日 752.3 773.9 780.0 785.4 798.5 806.6 815.0 824.9 832.6 840.2 846.8 855.1

計 t 2,281 2,292 2,250 2,219 2,206 2,122 2,098 2,077 2,049 2,020 1,988 1,965  
 

資料図-2(9) ごみ排出量トレンドグラフ（⑨南部町） 
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単位 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

人口 人 15,812 15,575 15,392 15,171 14,855 15,260 15,262 15,264 15,266 15,268 15,270 15,282

事業系ごみ排出量 t 1,019 995 923 985 1,009 978 975 971 967 967 964 964

生活系ごみ排出量 t 3,638 3,547 3,489 3,442 3,396 3,458 3,454 3,450 3,446 3,442 3,438 3,437

原単位 g/人･日 806.9 799.0 785.3 799.5 812.4 796.4 795.1 793.5 792.0 791.2 789.8 789.0

計 t 4,657 4,542 4,412 4,427 4,405 4,436 4,429 4,421 4,413 4,409 4,402 4,401  
 

資料図-2(10) ごみ排出量トレンドグラフ（⑩富士川町） 
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単位 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

人口 人 19,405 19,695 20,066 20,277 20,452 20,500 20,954 21,091 21,256 21,400 21,500 21,593

事業系ごみ排出量 t 3,503 3,343 3,430 3,461 3,220 3,263 3,230 3,194 3,165 3,135 3,106 3,081

生活系ごみ排出量 t 5,480 5,560 5,404 5,522 5,650 5,533 5,617 5,617 5,626 5,631 5,625 5,619

原単位 g/人･日 1268.3 1238.5 1206.2 1213.7 1188.2 1175.5 1156.7 1144.6 1133.1 1122.3 1112.6 1103.9

計 t 8,983 8,903 8,834 8,983 8,870 8,796 8,847 8,811 8,791 8,766 8,731 8,700  
 

資料図-2(11) ごみ排出量トレンドグラフ（⑪昭和町） 
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単位 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

総資源化量 t 16,517 15,475 15,330 15,178 14,975 14,735 14,713 14,675 14,639 14,600 14,533 14,477  
 

資料図-2 総資源化量トレンドグラフ 
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単位 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

最終処分量 t 9,196 9,170 8,986 8,638 8,969 8,867 8,854 8,835 8,818 8,800 8,773 8,750  
資料図-3 最終処分量トレンドグラフ 
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【添付資料 2：計画地域内の施設状況】 

山梨西部地域の処理施設の状況を資料図-4 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料図-4 施設位置図 

山梨西部広域環境組合 

ごみ処理施設建設予定地 
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【添付資料 3：施設概要】 

山梨西部地域のごみ処理施設の概要を以下に示す。 

 

■ 中間処理施設 
 
①ごみ焼却施設 

施設名称 
峡北広域行政事務組合 

環境衛生センター 

中巨摩地区広域事務組合 

清掃センター 

峡南衛生組合 

ごみ処理場 

処理対象 
廃棄物 

可燃ごみ、粗大ごみ、 

ごみ処理残渣 

可燃ごみ、粗大ごみ、 

ごみ処理残渣 
可燃ごみ、し尿処理残渣 

処理方式 

炉形式 

ガス化溶融・改質 

全連続運転 

ストーカ式(可動) 

全連続運転 

ストーカ式(可動) 

バッチ運転 

処理能力 160ｔ/日 270ｔ/日 30ｔ/日 

使用開始 2002 年度(平成 14 年度) 1996 年度(平成８年度) 1996 年度(平成８年度) 

 
 
 

②粗大ごみ処理施設 

施設名称 
峡北広域行政事務組合 

環境衛生センター 

中巨摩地区広域事務組合 

清掃センター 

処理対象 
廃棄物 

不燃ごみ、粗大ごみ 不燃ごみ、粗大ごみ 

処理方式 圧縮 破砕 

処理能力 15ｔ/日 40ｔ/日 

使用開始 2006 年度(平成 18 年度) 1987 年度(昭和 62 年度) 

 注）中巨摩地区広域事務組合には、ストックヤード（金属類・ガラス類）がある。 
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【添付資料 4：ハザードマップ（液状化）】 

中巨摩地区広域事務組合清掃センター及び建設予定地付近のハザードマップ（液状化）を

資料図-5 に示す。 

 

 
出典：中央市 HP 

資料図-5 中巨摩地区広域事務組合清掃センター及び建設予定地付近ハザードマップ（液状化） 

建設予定地 

中巨摩地区広域事務組合 

清掃センター 
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【添付資料 5：ハザードマップ（洪水）】 

中巨摩地区広域事務組合清掃センター及び建設予定地付近のハザードマップ（洪水）を資

料図-6 に示す。 

 

 出典：中央市 HP 

資料図-6 中巨摩地区広域事務組合清掃センター及び建設予定地付近ハザードマップ（洪水） 

建設予定地 

中巨摩地区広域事務組合 

清掃センター 
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【添付資料 6：ハザードマップ（洪水・土砂災害）】 

峡北広域行政事務組合環境衛生センター及び峡南衛生組合ごみ処理場付近のハザードマッ

プ（洪水・土砂災害）を資料図-7、資料図-8 に示す。 

 

  

資料図-7 峡北広域行政事務組合環境衛生センター付近ハザードマップ（洪水・土砂災害） 

 

 

峡北広域行政事務組合 

環境衛生センター 
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資料図-8 峡南衛生組合ごみ処理場付近ハザードマップ（洪水・土砂災害） 

峡南衛生組合 

ごみ処理場 


